














1

放射線の人体への影響について
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放射線被曝

• 放射線が人体に照射されることにより生じる

– 外部被曝

• 体外の放射線源からの放射線による被曝

• 被曝線量の評価が容易 空間線量から計算

• 東葛地区の空間線量の実測値 0.65μSv/hour 以下

– 内部被曝

• 体内の放射線源からの放射線による被曝

• 被曝線量の評価は困難

• 被曝線量は体内の放射線核種から推定
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放射線被曝

– 生物学的影響

• 同じ被曝線量であれば、外部被曝と内部被曝は同等

• 同じ放射線（β線など）を同じ線量で被曝するのであれば、
放射性核種の種類によらない

– Cs‐137 半減期 30年 β線のエネルギー 514 keV 
– K‐40 半減期 12億年 β線のエネルギー 1,312 keV

• 人類は、自然界から絶えず放射線被曝を受け
ている

– 日本で平均 1.5mSv/year

• 放射線被曝から発癌までには多くの段階がある
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放射線被曝の人体への影響

• 確定的影響と確率的影響

• 早期影響と晩発影響

• 身体的影響と遺伝的影響

程
度

最低でも150mSv
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東葛地区の放射線量とその影響

• 空間放射線量の実測値

– 最大値 0.65 μSｖ/hour 地面から50cm

• この線量で考慮しなければならない影響は

– 確定的影響と確率的影響

– 早期影響と晩発影響

– 身体的影響と遺伝的影響

– 具体的には､発癌と子孫への遺伝的影響

• 空間放射線量からは外部被曝の影響しか推定できな
いが、内部被曝の影響は､外部被曝の影響と同程度
以下と考えられる （後述）
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確率的影響の発生頻度

致死的発癌 重篤な遺伝的影響

１ｍSv/yearあたりの
発生頻度

5×10‐5
5人/10万人

1.3×10‐5
1.3人/10万人

自然発生頻度
約0.3

約3万人/10万人
約0.03

約3千人/10万人

0.65μSv/hourの被
曝に伴う発生頻度
(内部被曝を考慮せず）

2.9×10‐4
29人/10万人

（自然発生 + 0.1%）

7.4×10‐5
7.4人/10万人

(自然発生 + 0.25%)
・ 1mSv/yearあたりの発生頻度：ICRP 1990年勧告による
・ 奇形の発生頻度http://okusuri.jp/knowledge/01/002.html
・ 0.65μSv/hour=0.65×24×365=5.7mSv

統計学的には有意な増加とは言えない
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若年者の被曝と発癌

• 放射線発がんの生涯リスクには被曝時の年齢が影響
する

– 広島・長崎の原爆被爆者の調査結果などから白血病以外の
全てのがんの相対リスクは被曝時年齢が10歳以下の場合で
は、対照者（成人）の2.32倍となっている

– 日本医学放射線学会ホームページより

– 若年期に被曝しても、発癌率の増加はいわゆる“がん年齢”
で認められる

– ICRP publication 60より引用
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公衆被曝の線量限度

• 実効線量 1mSv/year
– 自然放射線による被曝、医療被曝は除く

– 特殊な状況では、5年間にわたる平均が年あたり1mSvを超

えなければ単一年にこれより高い実効線量が許されることが
ありうる

– 実効線量 1mSv/year を公衆被曝の線量限度とする根拠
• “非常に変動しやすいラドン（大気中のα線核種）による被曝を除けば、

自然放射線源からの年実効線量は約1mSvであり、海抜の高い場所
およびある地域では少なくともこの2倍である。これらすべてを考慮し
て、委員会は年実効線量限度 1mSvを勧告する。”（ICRP90年勧告)

• “影響の大きい急性被曝であっても100mSv以下で有意な健康被害
(身体的影響)が報告されたことはないので、それを人の寿命の限界
である100年で割り算して、1mSv/yearを年実効線量限度としておけ
ば健康への影響は少ないと考えられる。”（私見）
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公衆被曝の線量限度

• 実効線量 1mSv/year に関して

– 自然放射線による被曝、医療被曝は除く

– 職業放射線被曝、原発事故に伴う放射線被曝は含まれる
• 両者の人体への影響に違いはないので、1mSv/yearを超えると直ち

に危険というわけではない

世界の高自然放射線地域における大地
放射線量（mSv/ｙ）

地域 平均値 最高値

ラムサール
（イラン）

10.2 260

ガラパリ（ブ
ラジル）

5.5 35

ケララ（イン
ド）

3.8 35

陽江（中国） 3.5 5.4

香港（中国） 0.67 1

日本 0.43 1.26
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公衆の被曝管理
• ICRP（国際放射線防護委員会）は、災害時の公衆の線

量管理について、緊急時は20～100ｍSv、緊急事故後
の復旧時は1～20ｍSvとしている（ICRP Publ. 103)。

• 長期的には１ｍSv以下が目標であり（ICRP Publ. 111）、
できる限り早く平時の状態に戻す必要がある。

• 残留した放射性残渣によって生じる長期被曝に関して、
10mSvを下回る被曝線量の場合に、これをさらに低減
するために実施する行為は、正当化されにくいと勧告
している（ICRP Publ. 82）。

• 学校生活や市民生活の制限に際しては、市民の感情、
学校教育の実施、線量低減のための費用、生活の制
限に伴う苦痛などを総合的に考慮した判断がなされる
ことが望まれる。

• 日本医学放射線学会ホームページより
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内部被曝

• 大気中の放射性核種の吸入

– I‐131
– Cs‐137

• 食品中の放射線核種の摂取

– I‐131 水道水

– Cs‐137 野菜など
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内部被曝

• 大気中の放射性核種の吸入

– 大気中には常時、α線放出核種Rn‐222が存在

• 食品中の放射線核種の摂取

– 食品中には常時、β線放出核種K‐40が存在
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内部被曝

• 体内の放射性核種により、
通常でも1.5mSv/year程度
の内部被曝を受けている

– 体内の核種の量が分かれば、
被曝線量の予測が可能

– しかし、体内の核種の量の測
定は難しい

• ホールボディカウンタなどの特
殊な装置が必要
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大気中の放射性核種の測定
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内部被曝について

• 日本でのRn‐222の測定値

– 屋外 5Bq/m3

– 屋内 10‐15Bq/m3

– α線放出核種であるRn‐222  5Bq/m3を含んだ空気
の吸入による内部被曝の方が、

– β線放出核種であるCs‐137 12Bq/m3および I‐131    
47Bq/m3を含んだ空気の吸入による内部被曝よ
りも被曝線量は多い

α線の作用： X線、γ線、β線の20倍
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飲水、食品中の放射能濃度規制値

品目 日本暫定規制値 WHOなど

飲料水/牛乳・乳製品
ヨウ素：300Bq/kg以下 WHO:ヨウ素：10Bq/kg以下、

セシウム：10Bq/kg以下
米国：最大汚染目標レベルとしてはゼロセシウム：200Bq/kg以下

野菜
ヨウ素：2000Bq/kg以下 米国、欧州及び日本の食料品輸入制限：

セシウム：370Bq/kg以下セシウム：500Bq/kg以下

肉、水産
ヨウ素：制限なし 米国、欧州及び日本の食料品輸入制限：

セシウム：370Bq/kg以下セシウム：500Bq/kg以下

乳児用調製粉乳及び直接飲用に供する乳は100Bq/kg以下

日本の暫定規制値：
平成23年3月17日厚生労働省医薬食品局食品安全部長通知
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水道水中の放射性核種

• 3/22 金町浄水場 I‐131 210Bq/kg
• 3/23 栗山浄水場 I‐131 180Bq/kg
• 3/23 北千葉浄水場I‐131 110Bq/kg
• いずれも乳児の水道水摂取制限を行った

もともとこの数字は、“I‐131 300Bq/kg以下、Cs‐137 200Bq/kg以下”という基準

は、原子力安全委員会が“原子力施設等の防災対策について”という指針の中
で“災害対策本部等が飲食物の摂取制限措置を講ずることが適切であるか否
かの検討を開始するめやすを示すもの”として定めたもの。
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経口摂取に伴う放射線被曝

• 人体中には数千Bq程度
のβ線放出核種が存在し
ている

• 放射能汚染がないとされ
る食物を摂取しても
100Bq/day～のβ線放出核
種を摂取している

– β線の作用は核種ではな
く、エネルギー、線量に依る

• 食物中のK‐40による放射

線被曝の影響の方が大き
いと考えられる

K‐40は常時、体内に存在。
Cs‐137は通常自然界にはない核種なの

で、空中の線量が下がれば、半減期にし
たがって減衰する
Cs‐137の体内半減期は、100～200日とする報
告が多い（物理学的半減期の30年間体内に留
まるわけではない）
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ま と め

• 東葛地区の空間線量では、外部被曝による
発癌の有意な増加は考えられない

• 東葛地区で体内に摂取される放射性核種の
量は、既に体内に存在している放射性核種
の量に比較して、有意に大量ではない

• 東葛地区の放射能汚染の現状が住民の生
命を直ちに脅かすものではないが、住民の被
曝線量を低減させるための努力を続けるべき
である




